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＜公募要領6.「優先的に解決すべき社会の諸課題」の該当箇所＞

１）子ども及び若者の支援に係る活動
③社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援

３）地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動
⑥地域の働く場づくりの支援
⑦安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援

【中⾧期的な事業目標（最終ゴールのイメージ（事業終了何年後に達成するのか） ）】

ｏ 事業終了５年後程度を目処に、地域資源（豊かな自然環境や環境分野の技術・ノウハウ等）を活かし
た事業を安定的に運営をできる実行団体を各県に１団体以上（九州全体で７団体以上）養成する。

ｏ 安定的な事業運営の要件としては、できるだけ助成金・補助金に頼らず、常勤職員の給与を事業収入
やクラウドファンディング等による寄附収入で賄うことを想定している。
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（国連SDGs（持続可能な開発目標）の169のターゲットと関連性）
6.6 2020年までに、山地、森林、湿地、河川、帯水層、湖沼を含む水に関連する生態系の保護・回復を行う。

6.B 水と衛生に関わる分野の管理向上における地域コミュニティの参加を支援・強化する。

11.4 世界の文化遺産及び自然遺産の保護・保全の努力を強化する。

11.6 2030年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管理に特別な注意を払うことによるものを含め、都市の
一人当たりの環境上の悪影響を軽減する。

12.2 2030年までに、天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達成する。

12.5 2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する。

12.8 2030年までに、人々があらゆる場所において、持続可能な開発及び自然と調和したライフスタイルに関する情報と
意識を持つようにする。

12.B 雇用創出、地方の文化振興・産品販促につながる持続可能な観光業に対して持続可能な開発がもたらす影響を測定
する手法を開発・導入する。

14.1 2025年までに、海洋ごみや富栄養化を含む、特に陸上活動による汚染など、あらゆる種類の海洋汚染を防止し、大
幅に削減する。

15.1 2020年までに、国際協定の下での義務に則って、森林、湿地、山地及び乾燥地をはじめとする陸域生態系と内陸淡
水生態系及びそれらのサービスの保全、回復及び持続可能な利用を確保する。

15.2 2020年までに、あらゆる種類の森林の持続可能な経営の実施を促進し、森林減少を阻止し、劣化した森林を回復し、
世界全体で新規植林及び再植林を大幅に増加させる。

15.4 2030年までに、持続可能な開発に不可欠な便益をもたらす山地生態系の能力を強化するため、生物多様性を含む山
地生態系の保全を確実に行う。

15.5 自然生息地の劣化を抑制し、生物多様性の損失を阻止し、2020年までに、絶滅危惧種を保護し、また絶滅防止する
ための緊急かつ意味のある対策を講じる。





【ロジックモデルの解説】

ｏ 九州地域で加速する人口減を抑制するためには、若者が安心して生活や子育てができるような安
定的な収入と、働く場が必要となる。その際に、東京等の都市部とは違った“九州地域ならでは”の
地域特性を発揮する必要がある。

ｏ 観光庁が実施した訪日外国人消費動向調査（平成27年度）によれば、九州への旅行者の来訪目的
は、全国に比べ観光・レジャー目的の来訪の割合が高い（九州79%、全国66％）。一方、会議・商
談等の業務の割合は低い状況（九州12％、全国23％）。

ｏ また、「旅行者が滞在中に実施したこと（実績）」と「次回の訪問で実施したいこと（希望）」
の比較では、「自然体験ツアー、農漁村・里山体験」や「四季の体感」は、実績よりも希望が大き
く上回っている。

ｏ こうしたニーズを踏まえ、九州全域において、九州各県の有する豊かな自然環境や環境分野での
技術・ノウハウなどを活用した “九州ならでは”の地域活性化事業の展開や、自然体験ツアー、スタ
ディーツアー、自然環境の保全による観光資源化等に取り組む諸団体への助成事業を実施する。

これらの取組みにより、九州内外からの誘客を促進することで、助成団体の収入の増加につなげ
ていく。それにより、地域の雇用が維持・創出されて安定的な収入が確保でき、ひいては、特に若
者の定住が促進され、九州全体の持続的な発展に貢献することができる。

さらに、自分の住む地域の豊かな地域資源への誇りと、それらを大切に活用・保全する心を育み
ながら、九州の未来を担う次世代の人材育成につなげることができる。

1.2.原因分析と解決策（つづき）
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【ロジックモデルの解説（つづき）】

ｏ 具体例を挙げると、福岡県内で活動する団体「山村塾」においては、里山保全を行いながら、都
市部との交流や外国人ボランティアの受け入れなどを行うとともに、災害時にはボランティアの受
け入れ窓口として、地域コミュニティを支えているほか、地域で採れた里山米の販売なども行って
いる。

ｏ このような団体が、更に事業収入を得て雇用を維持し、事業の持続可能性を高めることができる
ようになること、加えて、そのような団体が九州各地に増えていくことにより、⾧期的には、九州
全体において、地域の経済発展、人口減の抑制、コミュニティの活性化といった成果につなげるこ
とができる。

1.2.原因分析と解決策（つづき）
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1.3.事業の内容と成果目標

【事業活動により短期的に期待される成果目標】
ｏ できるだけ助成金・補助金に頼らず自己資金を確保できるようになることを目指して、実行団体の助

成金・補助金以外の収入（事業収入、寄附金）を事業実施前の２倍程度にする。

【具体的な事業の内容を記載】
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事業内容 九州各県の地域資源（豊かな自然環境や環境分野での技術・ノウハウなど）を活用し、
九州全域で、“九州ならでは”の地域活性化事業の展開や、自然体験ツアー、スタディー
ツアー、自然環境の保全による観光資源化への取組みなどを実施する。

直接益受益者 地域で環境活動等に取り組む実行団体や、当該地域で雇用を探している人々

間接的受益者 地域住民や九州を訪れる国内外の観光客、環境技術等を学びたいと考える人々

地 域 九州全域（少なくとも九州各県１団体の助成を目指す）

分 野 地域活性化、環境、次世代育成

アピール
ポイント

・ 原則として助成金に頼らず持続可能な活動とし、かつ常勤雇用を可能にする。
・ 採算が取れるケースが複数出てくれば、その後は、ソーシャルビジネスとしての事

業展開、波及も期待できる。
・ 九州全域で事業展開する企業（九州電力㈱）を母体に持つため、優良なモデルケー

スが出来た際の九州内での迅速・的確な周知・展開が可能である。
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1.3.事業の内容と成果目標（つづき）

アピール
ポイント

（つづき）

・ 当財団では、2016年度から、次世代育成支援活動として、九州各県の非営利団体が
取り組む「子どもの居場所づくりや心のケア」「ハンディキャップを抱える子どもの
支援」「様々な体験を通じた次世代育成」などの活動に助成を実施しており、毎年、
九州各県から１００件を超える応募があり、２０件程度を選考している。（現在、環
境分野の取組みは、上記助成事業の対象外としている。）

・ また、環境活動として、ラムサール条約にも登録されている坊ガツル湿原（大分県
竹田市）一帯において、生態系の維持等を目的とした野焼き活動や、希少植物の保護
活動を、環境省や地元の自治体・団体等との協働で実施している。

・ その他、大分県由布市にある九州電力㈱の社有林を活用し、次世代を対象とした環
境教育にも取り組んでいる。（毎年、1,200名程度の小・中学生や親子が参加。）

・ こうした次世代育成への助成事業の実績や、環境分野への取組みの知見とノウハウ
の蓄積があることから、本事業についても効果的に実施できると考えている。

・ なお、実行団体の活動を評価する上では、短期的な成果が出づらい「収入面」だけ
ではなく、実行団体との対話を行いながら、体験ツアーの参加者数や、寄附者の数な
ど、活動の活性化、拡がりが見える指標も活用していく。

・ 波及効果としては、当財団が従来から実施している次世代育成支援の助成事業にお
いても、本事業で培った伴走支援や評価の知見を活かして更なるブラッシュアップに
つなげていく。





2.3.非資金的支援

ｏ 新たにＰＯ２名（中間支援ＮＰＯの代表等を想定）とスーパーバイザー１名（大学のビジネスス
クール教授等の学識経験者を想定、専門的・俯瞰的な知見からの助言・提言に期待）を配置し、伴
走支援として、実行団体の活動の持続的発展に向けて、経営支援や進捗状況の評価・助言等を行う。

ｏ 実行団体の活動を取材し、当財団のＨＰやＳＮＳ等を活用して情報を発信するなど、広報面での
支援を行う。

ｏ 年に１度、「交流会（仮称）」を開催し、資金分配団体（ＰＯを含む）と実行団体間、実行団体
同士の情報共有と意見交換等により連携強化を図る。なお、初年度（2020年度）は、九州各県にお
いて、助成金の贈呈式として実施し、マスコミにも公開し報道してもらうことで、実行団体の活動
の認知と共感を高めていく。

ｏ 当財団の母体である九州電力㈱において実施している「こらぼらＱでん（地域の諸団体と協働で
のボランティア活動）」と同様に、九州電力㈱の当該地域の事業所員が、必要に応じ、ボランティ
アとして実行団体の活動に参加するなど、人的支援を行うことも可能。

ｏ 助成期間終了後は、当財団が、必要に応じ、当該活動の協働相手として、共に運営を担っていく
ことも可能。さらに、必要に応じて、九州電力㈱の経営の知見や地域とのネットワークを活用し、
ソーシャルビジネスとしての事業化に向けた協力・協働を行うことも可能。
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4.2. リスク管理

ｏ 実行団体と適宜・適切なコミュニケーションを図ることにより、未然にトラブルを回避もしくは
最小化するよう努める。

ｏ 万一、実行団体に不正な行為があった場合や、申請書と大幅に異なる内容があり、適正と認めら
れないと判断した場合は、助成金の返還や精算を求めることとする。これらの権利・義務関係の実
効性を担保するため、実行団体との間で締結する「助成に関する覚書（仮称）」において当該内容
を明記するとともに、事前に実行団体と十分な合意形成を図っておく。
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4.3. 持続可能性

ｏ 当財団は、「九州の豊かな自然環境の保全活動や環境教育活動、次世代の育成を支援する活動へ
の支援等を行うことにより、九州地域に広く貢献すること」を目的に、九州電力㈱により平成２８
年５月に設立された。

ｏ 本事業については、当財団の当初からの設立目的に資するものであり、手法は変わっても、環境
活動や次世代の育成支援は、事業期間終了後も当財団として活動を継続していく。

ｏ 当財団は、現行の活動について、毎年、九州電力㈱からの寄附を受けて自走化している団体であ
り、休眠預金等の助成金に極度に依存するものではない。

ｏ また、資金分配団体の数値目標として、「実行団体の助成金・補助金以外の収入（事業収入、寄
附金）を事業実施前の２倍にすること」を掲げており、事業期間終了後も、必要に応じ、実行団体
の組織基盤の強化や自走化に資するよう、ＰＯ等とも連携の上、以下の支援を実施する予定。
＊ 広報面での支援（実行団体における情報発信ツールの整備に向けた助言など）
＊ 行政等への橋渡し（当財団が有する行政等との人的ネットワークの紹介など）
＊ 収入増加に向けた支援（クラウドファンディング等の実施方法の助言など）
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